
自治体防災・減災ワークショップ（第３回）

豊島区の取組

豊島区 保健福祉部 福祉総務課



豊島区について１

面 積：13.01㎢（23区中18位）

世 帯数：185,188世帯

人 口：291,421 人
65歳以上 56,664人（19.4%）

75歳以上 31,237 人（10.7%）

外国人数 31,629 人（10.9％）

（令和5年10月1日時点）

人口密度：22,400人／㎢

 巨大ターミナル「池袋」を有する日本一の高密都市

 日本一の単身高齢者世帯割合（38.1％）

 文化面では、舞台芸術やマンガ・アニメなどで賑わう
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※半壊・全壊はなし ※東京都過去の水害記録に基づき作成

過去の水害２

災害
浸水被害（棟数）

原因
床下 床上 合計

昭和53年４月 集中豪雨 365 323 688 溢水

昭和54年３月 集中豪雨 15 13 28 溢水、内水

昭和54年５月 集中豪雨 97 423 520 溢水、内水

昭和56年７月 集中豪雨 58 159 217 溢水、内水

昭和56年10月 台風24号 66 221 287 溢水、内水

 過去、神田川のある高田地域において、
溢水による浸水被害があった。

 近年では、東京都の河川・下水道の整
備により、溢水被害は発生していない。

※神田川は、井の頭池（三鷹市）を水源として、善
福寺川、妙正寺川を合流しながら都中心部を流れ、
下流部で日本橋川を分派したのち、隅田川に合流
する。流域面積約 105㎢、河川延長 24.kmで都内
の中小河川では最大規模の流域をもつ一級河川。

神田川

高田
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２ 豊島区の要配慮者対策①３

 R4は防災部局・福祉部局を中
心として、部局横断的に検討
する体制を整備。個別避難計
画の作成に関する課題につい
て検討

 R5より、大正大学と共同研究
を開始（R5.5.30覚書締結：災
害時要配慮者対策の推進に係
る共同研究）

 R5は神田川のある高田地域を
モデル地域として、個別避難
計画作成を推進

 従来、震災時の安否確認は
「救援センター（避難所）」
を中心に区職員・地域住民が
行うことを計画

 介護・障害福祉サービス事業
者が利用者を安否確認し、結
果を区に報告する体制を整備

 介護事業者災害対策連絡協議
会（区内に約300ある介護事業
者のうち、約190事業者が参
加）と安否確認等に関する協
定を締結（R5.7.11）

 介護サービス事業者、地域包
括支援センター、区による連
絡訓練を実施（R5.11.17）

 福祉救援センターとなる施設
（特養、障害者通所施設等）
は、社会福祉法人等が運営

 社会福祉法人・介護サービス
事業者等と協力して、避難可
能スペースの確認、マニュア
ル作成等を実施

 社会福祉法人・介護サービス
事業者、区による福祉救援セ
ンター立ち上げ訓練を実施
（R5.10.24）

近年の取組

震災時の安否確認

1 震災対策

福祉救援センター
（福祉避難所）

２ 震災対策

個別避難計画

３ 風水害・震災対策
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豊島区の要配慮者対策②３

検討体制

実効性のある災害時要援護者等への支援
体制を検討

効果的・効率的な名簿更新・活用方法、
新名簿システムへの着実な移行・操作環
境を検討

優先度の高い要支援者の個別避難計画の
作成、個別避難計画の効率的・着実な作
成体制を検討

防災部局・福祉部局を中心に構成
災害時要援護者等への支援を部局横断的に調査・検討

震災・風水害対策
推進本部

組織検討チーム

名簿・システム
検討チーム

個別避難計画チーム

安否確認
（高齢・障害）チーム

福祉救援センター
（高齢）チーム

福祉救援センター
（障害）チーム

実行性のある安否確認体制を検討

迅速・確実な要援護者受入れ体制を検討

災害時要援護者
対策部会

区長（本部長）、副区長（副本部長）、部長（本部員）等から構成
震災・風水害対策の基本的な方針、施策等の総合的な調整に関することを審議
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豊島区に住民票があり、以下のいずれかに該当する方。

❶介護保険制度の要介護３～５の認定を受けている方
➋愛の手帳（１度～３度）をお持ちの方
➌身体障害者手帳（１級または２級）をお持ちで、下肢機能障害（１級～４級）の認定を
受けている方

➍身体障害者手帳をお持ちで、次のいずれかの認定を受けている方
・体幹機能障害（１級～３級） ・移動機能障害（１級～３級）
・視覚障害（１級または２級） ・聴覚障害（２級または３級）

➎人工呼吸器を利用している方※１

➏精神障害者保健福祉手帳（１級または２級）をお持ちの方※１

※１ 区に名簿登録を申込む必要あり

豊島区の避難行動要支援者４

約4,900名 （内、高田地域 約 150名）

対象者数

要件

Ｒ７年度末までの作成を目指す
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２ 個別避難計画に関する取組①５

豊島区は... 順調とは言えない状況

「順調ですか？個別避難計画作成」❓

これまでの取組状況

R3 R4 R5 R6 R7 R8

災害対策基本法改正

Ｒ４までの取組内容

 課題の洗い出し（優先度の検討）
 対象者へのヒアリング（２名）※計画は作成せず
 高田地域でモデル事業を実施することを決定

 専任職員がおらず、兼務職員が業務を担っていた。
 震災対策（安否確認、福祉救援センターの強化等）に注力していた。
 防災部局・福祉部局を中心に個別避難計画の検討を行っていたが、

課題を整理して事業に結び付けられなかった。

Ｒ５当初の状況

 優先度、様式、作成手順の案➡ 未作成
 対象者への周知➡ 未実施
 関係者（ケアマネジャー等）への説明➡未実施

法改正から概ね５年
※優先度の高い方について、
おおむね５年程度で作成
するよう、内閣府より求
められている

原因
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個別避難計画に関する取組②５

今年度、豊島区はどう進めてきたのか

年度当初の不安・疑問 現在の取組状況

 内閣府ポータルサイトには、他自治体の資料
が掲載されているが、取っつきにくい。
（欲しい資料にたどり着きにくい）

 どこから手を付けてよいか分からない。

 検討していることが妥当かどうか分からない。

 ケアマネジャーや民生委員、町会などの協力
が必要不可欠だが、周知・説明できていない。

 多くの対象者がいる中で、令和８年までにど
こまで進められるのか？

 優先度の基準表、様式➡作成

 対象者への説明チラシ➡ 作成

 モデル地域の対象者の状況把握➡実施済
※高田地域約150名に基礎調査を実施

 個別避難計画のモデル作成➡ 実施中
※11月より着手

 避難支援等関係者への意識啓発➡実施中
※地域の防災リテラシーが向上しないと、
計画づくりが進まない

※大正大学主催で防災講習会・ワーク
ショップを実施

当初、防災部局・福祉部局を中心に個別避難計画の検討を行っていたが、課題を整理して事業に結び付け
ていくことが困難だった。大正大学は、平成26年より豊島区と連携・協働事業に取り組んでおり、災害対策
に専門的知見をもつことから、協力を依頼し、共同研究する運びとなった。

大正大学と共同研究することになった経緯

大正大学共同研究により推進

今年度着任した
担当者は…
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Ｒ５の取組

個別避難計画に関する取組③５

モデル作成

第３四半期

方針決め

第１四半期

対象者の把握

第２四半期

モデル作成
（委託）等

第４四半期

 大正大学と覚書締結

 他自治体の事例研究

 年次計画の確認※１

 優先度の検討

 様式の検討

 個別避難計画のモデル
作成（介護事業者等に
委託）

 関係者への説明

 個別避難計画に基づく
避難訓練

 Ｒ６以降の区内全域展
開への準備

 個別避難計画のモデル
作成

 モデル作成を踏まえて
優先度、様式の見直し

 高田地域の約150名に
基礎調査を実施

 基礎調査の分析

 防災講習会・ワーク
ショップの実施※２

 優先度、様式等を庁内
会議で決定

※１ 豊島区では、地震も想定
した個別避難計画をＲ６か
ら区内全域に展開、Ｒ８ま
でに区内全域で作成するこ
とを目指している。

※２ 大正大学主導で防災教育
プログラムづくりに取組中

 地域や事業者等に個別避難計画について十分に説明でき
ていない。（避難支援者の確保や作成委託等に影響）

 地域コミュニティが希薄な中で、どのように地域一体で
避難行動要支援者を支える仕組みをつくるか。

今後の課題

8



個別避難計画に関する取組④５

地域の災害リスク

風水害（高田地域、浸水深３ｍ以上、

土砂災害警戒区域）
風水害（その他の地域）、地震

避

難

支

援

区

分

A

福祉車両等により避難
・避難に福祉車両が必要

・入院や施設入所を検討

【避難支援者】地域住民、行政

B

地域住民の付き添い・声掛けによ

り避難
・徒歩、普通車両で避難

【避難支援者】地域住民

C
家族・親族の付き添いにより避難
・徒歩、普通車両で避難

【避難支援者】家族・親族地域住民

D
在宅避難（風水害）
・避難生活の支援

【避難支援者】家族・親族、地域住民

本人・家族、地域が中心となって作成
（区がワークショップ等を行い、作成方法を周知する）

区と福祉サービス事業者等が
中心となって作成

区が優先的に取り組む対象

福祉サービス事業者・地域等が
中心となって作成

優先度 モデル作成を踏まえて、優先度を改善していく予定
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個別避難計画に関する取組⑤５

年次計画

具体的な取組を一部紹介

R5 R6 R7 R8

高田地域等※１

本人の心身の状況、家族状況に応じて、作成主体を分けるこ
とを検討中。
・セルフプラン（本人・家族作成）
・ケアマネジャー等が作成
・区が作成

対象者
約150名

その他の地域
セルフプラン（本人・家族作成）を検討中

※１ 浸水深３ｍ以上、土砂災害警戒
区域を含む（赤丸で表記）
今後対象者数を把握

高田地域

対象者
約4,800名

その他の地域

内閣府「優先度の高い方※２について、おおむね５年程度
で作成すること」
➡豊島区では、優先度の高いと判断した「高田地域等に
住む方のうち、特にリスクの高い方」だけでなく、
その他の避難行動要支援者についても、令和７年度末
までに作成することを目指している。

※２ ハザードマップ上で危険な地域に住み、かつ介護を要する方 など（自治体判断）

３か年での作成を目指す
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個別避難計画に関する取組⑥５

基礎調査

具体的な取組を一部紹介

目的

避難行動要支援者一人ひとりの心身の状況や生活
状況を把握し、計画作成の優先順位を決める基礎
資料として活用すること。

対象者

高田地域に在住の避難行動要支援者

調査方法

郵送

調査期間

令和５年９月６日（水）～10月12日（木）

回答者数

調査で分かったこと

 77名のうち、22名が施設入所者
 55名は在宅避難可能

（浸水継続時間によっては立ち退き避難）
 災害時に助けてくれる親族がいない、すぐに

駆け付けられない➡ 51％
 災害時の支援者が決まっていない➡ 45％
 風水害のリスクが分からない・未回答➡ 85％
 町会に加入していない➡ 51％
 担当のケアマネジャー・相談支援専門員等が

いない・未回答➡ 69％

※回答のなかった74名の把握が今後の課題

151名

77名（回答率約50％）

※77名の他、宛所なし４名、住民票除票１名

調査概要 調査結果

“避難行動要支援者の避難支援に関する調査”

調査内容

家族構成、居住環境、心身の状況、災害時の避難、
利用している福祉サービス 等
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個別避難計画に関する取組⑦５

様式

具体的な取組を一部紹介

個別避難計画

 データ取込をしやすく
するため、当初はＡ３
表裏で作成。

 パソコン作成すること
を考え、現在はＡ４
（４頁）に修正。

わが家のひなん計画

 個別避難計画は情報量
が多く、避難行動要支
援者には使いにくいと
想定し、Ａ４表裏の簡
略版を作成。
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Ａさん Ｂさん

個別避難計画に関する取組⑧５

モデル作成

具体的な取組を一部紹介

基礎調査に回答いただいた方のうち、災害リスクや本人の心身の状況、家族状況を踏まえ、
モデル事業対象者を選定。11月より順次、モデル作成を行う。

本人の状況

 年齢 80代
 住居 戸建（１,２階）
 想定浸水深 2.2m
 心身の状況 視覚障害（全盲）
 家族状況 単身世帯

同意  同意あり
 同意なし

「在宅避難できる。必要性を感じない。」

訪問

 区職員２名が訪問。
 ケアマネジャー等の同席はなし。
 避難支援者の候補が３名見つかる。
 今後、本人・区から避難支援者に了解

をとり、計画書を作成する。

 年齢 70代
 住居 集合住宅（２階）
 想定浸水深 2.2m
 心身の状況 下肢障害
 家族状況 配偶者あり（70代）

改善点等

 ケアマネジャー等が同席した方が、ス
ムーズ（先進自治体の事例のとおり）

 本人への説明順序に沿う様式がよい。
 災害時の移送を具体的にどうするか。

※防災部局との連携が必要（風水害時
の移送を所管）

 日頃から接する者（ケアマネジャー、
ヘルパー等）から個別避難計画を案内
した方が、同意の可能性が高まるので
は？

 避難行動要支援者や家族に対する防災
リテラシーの向上が必要。 13



最後に６

「どのように進めていけばよいのか？」❓
本日ご参加の皆様にアドバイスいただきたいこと
（自治体、事業者、研究者、区民など様々な立場から）

 避難支援者が見つからない方
はどの程度いるか？その対策
は？

 町会や民生委員だけでなく、
民間事業者や学校等からの協
力を得られたケースはある
か？どう協力関係を構築した
か？

地域コミュニティ

３
対象者・関係者への

周知・説明

1

 避難行動要支援者・家族への
周知

 町会・自治会、民生委員、介
護サービス事業者、地域包括、
社協等の関係者への周知・説
明

個別避難計画の作成

２

 Ｒ８までの作成目標と進捗状
況は？

 作成委託している場合、どの
ようなスキームか？
※ケアプラン事業者を取りま
とめる事業者に委託等

 セルフプラン（本人・家族作
成）は実施している場合、ど
の程度作成されているか？

 町会等による地域作成を実施
しているか？

・工夫した点、反省点
・役所に求めること 等

この他にもアドバイスがありましたら、
ぜひお寄せください
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